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はじめに 

 PFI （ Private Finance Initiative ） とは 、 Ｐ Ｐ Ｐ （ Public Private 

Partnership：官民連携）のひとつの手法として位置づけられ、公共施設等の

設計、建設、維持管理及び運営に民間の資金やノウハウを活用し、公共サービス

の提供を民間主導で行うことにより、効率的かつ効果的に公共サービスの提供

を図る手法である。 

平成 11 年 7 月に、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律（ＰＦＩ法）」が制定されて以降、国や地方公共団体においてＰＦＩ事業

の枠組みが設けられるとともに、その導入が進められている。 

本市においては、各所管課で PFI 事業等を活用した PPP による事業展開を

行っているが、本市としての基本方針がないため、その事業推進に支障をきた

している状況となっている。 

そのため、今後、公共施設等の整備にあたっては、この「PFI 導入ガイドライン」

（以下「本ガイドライン」という。）を活用し、PFI 手法の導入を行っていくものと

する。 
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第1章 PFIの概要 

 

1. ＰＦＩとは 

⚫ PFI（Private Finance Initiative）は、イギリスにおいて「小さな政府」の実現をめざ

す中で、行財政改革の取り組みの過程における公共サービス提供の手法を含めた官民

のパートナーシップにより、効率的かつ効果的な公共サービスを提供することを目指し

誕生した手法である。 

⚫ 行政主導による従来の公共事業とは異なり、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営

等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、民間主導で公共事業を行うことで、

効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図る手法として、官民（公民）連携（PPP：

Public Private Partnership）ひとつの手法として位置づけられ、推進されている。 

⚫ 国のＰＦＩ基本方針においては、ＰＦＩ事業の着実な実施により、①低廉かつ良質な公共サ

ービスの提供、②公共サービスの提供における行政の関わり方の改革、③民間の事業機

会を創出することを通じての経済の活性化といった効果が期待されている。 

⚫ また、PPP とは、官と民が連携してよりよい公共サービスの提供を行うことを目指すた

めのスキーム全般を指す。PPPの中にはPFIの他、包括的民間委託、指定管理者制度、

公設民営などの手法がある。PPP 手法の導入にあたっては、対象となる事業の特性を

踏まえ、定量的、定性的な面から比較検討を行った上で手法を選択することが望ましい。 

 

図 ＰＰＰ概念図 

2. 根拠法令等 

⚫ 国は PFI について、法律、基本方針及び各ガイドラインを整備している。PFI 事業の実

施にあたっては、下記に示す法令等を参照すること。 

①民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

（平成 11年 7月 30日法律第 117号） 

②民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針 

（平成 12年 3月 13日総理府告示第 11号） 

③地方公共団体におけるＰＦＩ事業について 

（平成 12年 3月 29日自治画第 67号自治事務次官通知／平成 14年 4月 1日一
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部改正） 

④民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律に基づいて地方公共

団体が実施する事業に係る地方財政措置について 

（平成 12年 3月 29日自治調第 25号自治省財務局長通知） 

⑤内閣府策定の PFI事業の手引き等 

⚫ 地方公共団体におけるＰＦＩ事業導入の手引き 

⚫ ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程運用の手引き 

⚫ ＰＦＩ事業導入の手引き 

⑥内閣府策定の PFI事業のマニュアル等 

⚫ PPP/PFI導入可能性調査簡易化マニュアル 

⚫ 地方公共団体向けサービス購入型ＰＦＩ事業実施手続き簡易化マニュアル 

⚫ PPP/PFI事業民間提案マニュアル 

⚫ ＰＦＩ事業における事後評価等マニュアル 

⚫ 地域プラットフォーム運用マニュアル 

⑦内閣府策定の PFI事業のガイドライン等 

⚫ ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン 

⚫ ＰＦＩ事業におけるリスク分担等に関するガイドライン 

⚫ ＶＦＭ（Ｖａｌｕｅ Ｆｏｒ Ｍｏｎｅｙ）に関するガイドライン 

⚫ 契約に関するガイドライン 

⚫ モニタリングに関するガイドライン 

⚫ 公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン 

⑧多様な PPP/PFI手法導入優先的検討規程に関する通知等 

⚫ 多様な PPP/PFI手法導入を優先的に検討するための指針 

（平成 27年 12月 15日民間資金等活用事業推進会議決定） 

⚫ PPP/PFI手法導入優先的検討規程策定の手引き 

（平成 28年 3月内閣府） 

⚫ PPP/PFI手法導入優先的検討規程運用の手引き 

（平成 29年 1月内閣府） 

 

3. PPP/PFI推進アクションプラン 

⚫ 内閣府民間資金等活用事業推進室では、地方公共団体等におけるPPP/PFIの導入を一

層推進するため、「PPP/PFI 推進アクションプラン」を決定しており、最新では令和 3 年

改訂版が公表されている。令和 3年改訂版における主な内容は以下のとおりである。 

 

１．趣旨 

・新型コロナウイルス感染症への対応により厳しさを増す財政状況の中、感染予防や社

会・経済の変化を盛り込んだ質の高い公共サービスを提供するためには、ＰＰＰ／ＰＦＩ

が引き続き有効 

・ＰＰＰ／ＰＦＩの推進はＳＤＧｓの実現にも寄与すると考えられるほか、２０５０年カーボン

ニュートラルの実現等に向けて、再生可能エネルギー分野においても積極的にＰＰＰ／
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ＰＦＩを活用していくことが重要と考えられる 

・このため、民間資金等活用事業推進委員会で新型コロナウイルス感染症のＰＦＩ事業へ

の影響への対応等を検討し、令和３年改定版としてとりまとめ 

 

２．ＰＰＰ／ＰＦＩ推進に当たっての考え方 

・新たなビジネス機会を拡大するとともに、公的負担の抑制を図り、経済・財政一体改革

を推進するためには、ＰＰＰ／ＰＦＩを活用することが必要 

・公共施設等運営事業は、新型コロナウイルス感染症の拡大により、空港、クルーズ船旅

客ターミナル施設、ＭＩＣＥ施設等の分野において多大な影響を受けているが、将来の

需要回復を見据え、適切な支援等を講じつつ積極的に活用することが重要 

・長期的な持続可能性が課題となっている上下水道等の生活関連分野における公共施

設等運営事業の活用の推進が必要 

・ＰＰＰ／ＰＦＩ推進のためには、新たな課題や社会・経済の変化に伴い制度面の障害が生

じている事項等を適切に把握し、ＰＰＰ／ＰＦＩの利点が最大限に機能するよう見直しを

図ることが必要 

 

３．推進のための施策（抜粋） 

(1) ＰＰＰ／ＰＦＩの一層の促進に向けた制度面の見直し 

・新型コロナウイルス感染症によるＰＰＰ／ＰＦＩ事業への影響に対応するために必要な

取組を行う 

・運営権者により実施することが可能な範囲を明確化するため、ＰＦＩ法の改正を含めて

検討を行う 

・包括的民間委託や指標連動方式を促進するため、モデル事業実施やガイドライン策定

などの導入支援を行う 

・SPC株式等の流動化の意義や、流動化の進め方等を盛り込んだガイドラインの周知を

図る 

(2) 地方公共団体等へのＰＰＰ／ＰＦＩ導入促進に向けた積極的な支援 

・人口１０万人未満の地方公共団体については、優先的検討規程の策定・運用の手引き

を作成する等、優先的検討規程導入の環境整備を行う 

・交付金等の交付にあたり、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入検討を要件化した事業分野について着実

に運用するとともに、要件化する事業分野の拡大に向けて検討を行う 

・アドバイザリー費用について、各分野の交付金等により支援するとともに、支援分野の

拡大等を含めて検討を行う 

・事後評価等のマニュアルを周知し、期間満了後の検証のみならず、期間満了前の次期

事業の検討に活かすほか、今後の事業方式の選定等への活用を促す 

・地方公共団体等がより適切な事業契約書を作成できるよう、ＰＦＩ事業契約書案を整理

した情報を周知する 

・地方公共団体におけるＰＰＰ／ＰＦＩに係る経験を評価・認定し、人材を派遣して支援を

実施する 

(3) 地域プラットフォーム等を通じた地域活性化に資するＰＰＰ／ＰＦＩの推進 
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・地域プラットフォームを活用して導入可能性調査を実施した人口２０万人未満の地方

公共団体数について、令和３～５年度の目標を２００団体とする 

・地域プラットフォームに参画する人口２０万人未満の地方公共団体数について、令和３

～５年度の目標を５５０団体とする 

(4) 民間提案の積極活用 

・改定された民間提案推進マニュアルについて、公共施設等の管理者等に周知を図る 

(5) 公的不動産における官民連携の推進 

・低未利用の公的不動産の有効活用につき、官民連携の推進を図る 

(6) 株式会社民間資金等活用事業推進機構の活用 

・地域金融機関等職員に対しＰＦＩに係る金融実務の習得を目的とした研修の実施を検

討するなど、地域人材の育成を図る 

・今後のあり方について、設置期限の延長も含め、検討を行う 

(7) その他 

・公共施設の非保有手法について、活用が有効と思われる条件や活用する際の留意事

項、事例等をまとめた基本的な考え方を周知し、活用促進を図る 

 

（出典：PPP/PFI推進アクションプラン（令和 3年改訂版）概要版） 

 

4. PFIの効果 

（１） 低廉かつ良質な公共サービスの提供 

⚫ 民間事業者が設計、建設、維持管理、運営の全部または一部を一体的に扱うことで、事

業全体の効率化を図ることができる。 

⚫ また、民間事業のノウハウを効果的にいかすことができ、低廉かつ良質な公共サービス

の提供が期待できる。 

（２） 事業コストの削減及び財政負担の平準化 

⚫ 民間の創意工夫により事業コストの削減が期待できる。民間事業者に対するサービス

対価（業務委託費等）の支払いが事業期間全体を通じて割賦され、財政負担の平準化

が期待できる。 

（３） 官民の適切な役割分担に基づく新たな協力関係の形成 

⚫ 民間が参入することで、民間の事業機会を創出し、官民が適切な役割分担に基づき公

共事業を協働実施することで、官民の新たな協力関係の形成が期待できる。 

（４） リスク管理の最適化 

⚫ 従来の公共事業実施時には、リスク対応は実施主体である公共のみが行ってきたが、

リスクを官民で適切に分担することで、事業の安定性を高めることが期待できる。 
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図 PFI導入効果のイメージ 

 

 

5. PFIの基本方針 

⚫ 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針

（以下、「PFI基本方針」という。）」（平成 25年 9月 20日閣議決定）においては、PFI事

業の着実な実施により、①「国民に対して低廉かつ良質な公共サービスが提供されるこ

と」、②「公共サービスの提供における行政の関わり方が改革されること」、③「民間の事

業機会を創出することを通じて経済の活性化に資すること」の 3 つの成果を期待するも

のとしている。 

⚫ この基本方針や期待される効果を実現するため、ＰＦＩの導入にあたっては、次の 5 つの

原則と３つの主義を担保する必要がある。 

 

5つの原則 

① 公共性原則  公共性のある事業が対象 

② 民間経営資源活用原則 民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること 

③ 効率性原則 民間事業者の自主性と創意工夫を尊重することによ

り、効率的かつ効果的に実施すること 

④ 公平性原則 特定事業の選定及び民間事業者の選定において公平

性が担保されること 

⑤ 透明性原則 特定事業の発案から終結に至る全過程を通じて透明性

が確保されること 

 

3つの主義 

① 客観主義 実施の各段階での評価決定について客観性があること 

② 契約主義 公共施設等の管理者等と選定事業者との間の合意につ

いて、明文により当事者の役割及び責任分担等の契約

内容を明確にすること 

③ 独立主義 事業を担う企業体の法人格上の独立性または事業部門

の区分経理上の独立性が確保されること 

  

市 民 民間事業者 

市 

① 民間事業者のノウハウを活用した低
廉かつ良質な公共サービスの提供 

②公共サービスの提供における行政の関わり方の
改革（官民の適切な役割分担に基づく新たな官民
パートナーシップ） 

③民間事業者の事業機会の
創出を通じた経済活性化 

行財政改革
の推進 

低廉かつ良質な
公共サービス 

役割分担の見直し
官民連携の強化 
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6. PFIの仕組み 

（１） ＰＦＩの対象施設 

⚫ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律

117号。以下「PFI法」という。）第 2条に以下のように規定されている。 

 

PFIの対象施設 

№ 対象施設（設備を含む） 

1 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業用水道等の公共施設 

2 庁舎、宿舎等の公用施設 

3 賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福祉施設、更生保護施設、

駐車場、地下街等の公益的施設 

4 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設（廃棄物処理施設を除

く。）、観光施設及び研究施設 

5 船舶、航空機等の輸送施設及び人工衛星（これらの施設の運行に必要な施設を含む。） 

6 前各号に掲げる施設に準ずる施設として政令で定めるもの 

 

（２） ＰＦＩの事業スキームと関係主体の役割 

⚫ ＰＦＩ事業では、事業の性格等に応じて様々な事業スキームが想定される。 

 

 
（出典：内閣府資料） 

図 PFIの一般的な事業スキーム 
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関係主体の役割 

関係主体 主な役割 

公共施設等の

管理者（市） 

・PFI事業で提供する公共サービスの内容や水準を決定し、事業の実施を

決定 

・具体的に事業を進めるための実施方針策定 ⇒ 特定事業選定 ⇒ 民

間事業者の選定 ⇒ 事業実施 

・民間事業者が提供する公共サービスの監視（モニタリング） 

選定民間事業

者（ＳＰＣ） 

・PFI 事業に参加する複数の企業がコンソーシアム（Consortium：企業

連合）をつくり、コンソーシアムに参加している企業が出資して、ＳＰＣ（Ｓｐ

ｅｃｉａｌ Ｐｕｒｐｏｓｅ Ｃｏｍｐａｎｙ：特定目的会社）を設立 ⇒ 市と契約締結 

・必要に応じてコンソーシアムに参加している企業と工事請負や管理運営

などの個別契約を締結 

・金融機関等から資金を調達し、公共サービスの提供を行い、実施状況を

市に報告 

金融機関 ・ＳＰＣに融資を実施 

・必要に応じて、市との間で、ＳＰＣの破綻により事業遂行に支障が生じる

場合への対応を定めた直接協定（ダイレクトアグリーメント）を締結 

アドバイザー ・市とアドバイザリー契約を締結 ⇒ ＰＦＩ事業の実施に必要な手続きを

円滑に進められるよう、金融、法務、技術等の専門知識を助言 

 

（３） ＰＦＩの事業方式 

⚫ ＰＦＩ事業は、「建設」「所有」「運営及び維持管理」等の事業プロセスにおける行政と民間

事業者の関係によって、主に次のような事業方式に分類される。 

 

PFIの主な事業方式 

 

№ 事業方式 内 容 

1 ＢＴＯ 

（Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ 

Ｏｐｅｒａｔｅ） 

民間事業者が資金調達して、施設を建設。 

施設の所有権は行政に移転した上で、民間事業者が維持管

理・運営を行う。 

 Ｂｕｉｌｄ（建てて） ⇒ Ｔｒａｎｓｆｅｒ（移転して）  ⇒ Ｏｐｅｒａｔｅ（維持管理・運営する） 

2 ＢＯＴ 

（Ｂｕｉｌｄ Ｏｐｅｒａｔｅ 

Ｔｒａｎｓｆｅｒ） 

民間事業者が資金調達して、施設を建設。 

民間事業者が維持管理・運営も行い、事業期間終了後に施

設の所有権を行政に移転する。 

 Ｂｕｉｌｄ（建てて） ⇒ Ｏｐｅｒａｔｅ（維持管理・運営して）  ⇒ Ｔｒａｎｓｆｅｒ（移転する） 

3 ＢＯＯ 

（Ｂｕｉｌｄ Ｏｗｎ 

Ｏｐｅｒａｔｅ） 

民間事業者が資金調達して、施設を建設。 

民間事業者が所有権を保有したまま維持管理・運営を行

う。事業期間終了後の所有権移転は想定しない。 

 Ｂｕｉｌｄ（建てて） ⇒ Ｏｗｎ（所有して）  ⇒ Ｏｐｅｒａｔｅ（維持管理・運営する） 
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№ 事業方式 内 容 

4 ＢＴ 

（Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ） 

民間事業者が資金調達して、施設を建設。 

施設の所有権を行政に移転する。 

 Ｂｕｉｌｄ（建てて） ⇒  Ｔｒａｎｓｆｅｒ（移転する） 

5 ＲＯ（Ｒｅｈａｂｉｌｉｔａｔｅ 

Ｏｐｅｒａｔｅ） 

施設の所有権を行政に留保したまま、民間事業者が資金調

達して、施設を改修し、維持管理・運営を行う。 

 Ｒｅｈａｂｉｌｉｔａｔｅ（改修して） ⇒ Ｏｐｅｒａｔｅ（維持管理・運営する）  

6 公共施設等運営権方

式（コンセッション） 

施設の所有権を行政に留保したまま、民間事業者に公共施

設等の運営権を設定する。 

 

ＰＦＩ以外の主なＰＰＰの事業方式 

№ 事業方式 内 容 

１ DB 

（Design Build） 

行政が資金調達して、民間事業者が施設を設計・建設を行

う。 

 Design（設計して） ⇒ Ｂｕｉｌｄ（建てる）  

２ DB＋O 

（Design Build + 

Operate） 

行政が資金調達して、民間事業者が施設を設計・建設を行

う。また、維持管理・運営については、別途、民間事業者に委

託や指定管理を行う。 

 Design（設計して） ⇒ Ｂｕｉｌｄ（建てる） + Ｏｐｅｒａｔｅ（維持管理・運営する）   

３ ＤＢＯ 

（Design Build 

Operate） 

行政が資金調達して、民間事業者が施設を設計・建設し、施

設の所有権を行政に留保したまま、民間事業者が維持管理・

運営を行う。 

 Design（設計して） ⇒ Ｂｕｉｌｄ（建てて） ⇒ Ｏｐｅｒａｔｅ（維持管理・運営する）   

４ 指定管理者制度 行政が指定管理者として指定した民間事業者が、施設の管

理運営を代行する。 

５ 包括的民間委託 行政の委託を受けた民間事業者が、施設の管理運営業務を

包括的に行う。 

６ ＥＳＣＯ 

（Energy Service 

Company） 

既存施設の省エネルギー改修を行い、そのすべての経費を

光熱水費の削減分で賄う。 

 

（４） ＰＦＩの事業類型 

⚫ ＰＦＩ事業は、行政の関与の方法（事業コストの回収方法等）によって、３つの事業類型に

分類される。 

⚫ ＰＦＩ事業の実施に当たって、事業内容や法制度、採算性等を考慮し、最も効率的で効果

的な行政サービスを提供できる形を構築する必要がある。 

  



9 

 

ＰＦＩの事業類型 

№ 類 型 内 容 実施事例 

１ サービス

購入型 

・ＰＦＩ事業者が、公共施設等の整備・維持管理・運営等を行

い、公共サービスを提供 

・ＰＦＩ事業者は、公共サービス提供の対価として、行政からの

支払いを受け、事業コストを回収 

 

 

 

 

庁舎 、学

校など 

２ 独立採算

型 

・ＰＦＩ事業者が、公共施設等の整備・維持管理・運営等を行

い、公共サービスを提供 

・ＰＦＩ事業者は、利用料金収入のみによって事業コストを回収 

 

 

 

 

港 湾 施

設 、駐車

場など 

３ 混合型 

（ジョイン

トベンチ

ャー型） 

・サービス購入型と独立採算型と合わせたもので、ＰＦＩ事業

者が、公共施設等の整備・維持管理・運営等を行い、公共サー

ビスを提供 

・ＰＦＩ事業者は、利用料金収入を主に、行政からの補助金等

と合わせて事業コストを回収 

 

 

 

 

 

宿泊施設

など 

  ※平成 23年度ＰＦＩ法改正により、公共施設等運営権（ＰＦＩ法第 4章）が導入された。 

 

 公共施設等運営権（コンセッション）とは  

⚫ 施設利用者からの利用料金により自らの運営を行うことができる施設（例：港湾、空港、

上下水道等）において、その施設の運営事業を実施する権利を民間の事業主体に（所有

権は公共のまま）設定することにより、その対価（いわゆるコンセッションフィー）を事業

主体から徴収することを可能とするもの。 

⚫ 同制度の最大の特徴は、利用料金の設定、変更が届出によって可能となることである。 

⚫ 民間事業者としての経営ノウハウを活用することにより、収入の最大化を図るものであ

る。 

 

ＰＦＩ事業者 
（ＳＰＣ） 

 

市民・ 
利用者 

 

市 

サービス対価 
支払い サービス 

提供 

事業許可等 サービス提供 

ＰＦＩ事業者 
（ＳＰＣ） 

 

市民・ 
利用者 

 

市 

利用料金支払い 

ＰＦＩ事業者 
（ＳＰＣ） 

 

市民・ 
利用者 

 

市 

サービス提供 

利用料金支払い 

事業契約 

事業契約 

サービス対価 
支払い 

事業契約 
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（出典：内閣府資料） 

図 公共施設等運営権の事業スキーム 

 

7. PFIの特徴 

⚫ ＰＦＩの主な特徴は以下のとおりである。 

 

PFIの特徴 

項 目 概 要 

一括発注の実施 従来の公共事業では、設計、建設、維持管理、運営等について、公共の

責任で分割発注していたが、ＰＦＩではそれらの全部または一部を民間

事業者に一括発注する。それにより、維持管理、運営を考慮した設計に

よる全体コスト削減といった民間のノウハウの発揮が期待できる。 

性能発注の実施 従来の公共事業では、詳細に施設の構造や資材等を定めた仕様書によ

る仕様発注が行われてきたが、ＰＦＩでは公共が求めるサービスの内容

や水準を示す性能発注を原則としていることから、構造や資材、運営

方法等について民間のノウハウを生かした自由な提案が可能となる。 

公共サービスの

提供実績に応じ

た支払い 

ＰＦＩ事業者には、設定された公共サービス水準を達成することが求め

られ、公共側はモニタリングにより監視を行う。また、サービス購入型、

混合型においては、提供されたサービスに対する対価としてサービス

購入料を支払うこととなるため、サービスが要求水準に達しない場合

にはサービス購入料が減額される。 

財政支出の平準

化 

PFI では民間資金調達により初期投資費を調達し、事業期間内で割賦

払いすることにより、公共の財政支出の平準化が可能となる。 

長期契約の締結 従来の公共事業では、単年度契約が一般的であったが、ＰＦＩの場合

は、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営等を民間事業者が一括し

て実施するため、長期契約となる。これまでの事例においては、15 年

から 30年程度の期間が多くなっている。 
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⚫ 以上より、民間の資金や経営上のノウハウ、技術を効果的に活用する PFI事業と従来型

事業の違いについて以下のように整理される。 

 

従来型公共事業とＰＦＩ事業の主な違い 

項目 従来型公共事業 ＰＦＩ事業 

発注方法 ・分離発注 

（設計・建設・維持管理・運営に

ついて、個別に行政が実施） 

・仕様発注 

（施設の構造や資材等を詳細に

定めた仕様書に示して発注） 

・一括発注 

（設計・建設・維持管理・運営につ

いて、民間が一括して実施） 

・性能発注 

（具体的な仕様の特定は必要最

小限とし、行政が求めるサービス

の内容や水準を示すにとどめる） 

資金調達方法 公共が調達 

（一般財源、起債、補助金等） 

民間が調達 

（特定の事業に対する融資である

プロジェクトファイナンス等） 

財政負担の平準化が可能 

初期投資費の

財政支出 

・整備費は一括で支払い ・整備費を事業期間において平準

化が可能 

契約期間 単年度契約または 5年以内 15年から 30年程度 

税制上の扱い 非課税 

（事業主体が市のため） 

課税 

（固定資産税、法人市民税、その

他県税等） 

※税目は事業方式によって異な

り、税目によっては、特例措置が

ある場合あり。 

 

8. VFM(Value For Money)の算定 

⚫ 「ＶＦＭ」（Value For Money）とは、一般に、「支払に対して最も価値の高いサービスを

供給する」という考え方である。ＰＦＩを導入する際にはＶＦＭが確保されていることが前

提になる。 

⚫ ＶＦＭの評価には、コストの視点から評価した定量的評価（公共サービスが同一の水準で

ある場合において、事業期間全体を通じて公的財政負担の縮減が期待できること。）とサ

ービスの視点から評価した定性的評価（公的財政負担が同一の水準にある場合において

公共サービスの水準向上ができること。）がある。 

⚫ ＶＦＭの評価にあたっては、同一水準の公共サービスが提供されることを前提に、公共が

自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公共財政負担見込額の現在価値（ＰＳＣ：Ｐｕｂ

ｌｉｃ Ｓｅｃｔｏｒ Ｃｏｍｐａｒａｔｏｒ）と、ＰＦＩ事業として実施する場合の事業期間全体を通じた

公共財政負担見込額の現在価値（ＰＦＩ-ＬＣＣ：Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｃｏｓｔ）を比較する。 
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ＶＦＭの算出式 

  

              ＰＳＣ－ＰＦＩ事業のＬＣＣ 
 ＶＦＭ（％） =                     × １００ 

                 ＰＳＣ 

 

 

⚫ また、事業期間全体を通じた総経費を算出する際、時間の経過とともに貨幣価値が変化

することになるため、年度ごとの収支額を基準時点の貨幣価値に換算（現在価値への換

算）して合計する。 

 

VFMの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＰＳＣ ＰＦＩ事業のＬＣＣ 

支払利息 
支払利息 

設計費 

建設費 

維持管理費 

運営費 

設計費 

建設費 

維持管理費 

運営費 

税金・配当金等 

リスク調整費 

ＶＦＭ 

民間が資金調達を行うことに
よる資金調達コストの増加 

民間のノウハウの活用による
事業コストの減少 

リスクの一部の民間への移転
によるコストの減少 

固定資産税等の税金や配当
金等のコストの増加 

【ＰＳＣ＞ＰＦＩ事業のＬＣＣ】と
なる場合、【ＶＦＭがある】と
いう。 
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⚫ VFMについては、以下のフローに従って算定する。 

⚫ 割引率、削減率、資金調達に関する条件設定については、参考（p.32～）に詳細の設定方

法を記載している。 

 

VFM算定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業費等の設定  
施設の整備費・維持管理・運営費等について、他事例などを踏まえて設定。 

割引率の設定について  
長期間の事業費算定にあたり割引率を設定。 

前提条件の設定 

事業費シミュレーションの構築について  
表計算ソフトを用いて、事業費シミュレーションを構築。 

事業費の算定について  
従来方式、ＰＦＩ方式について、事業期間中における本市の財政負担を算定。 

各手法の事業費の算定 

従来方式に対して、ＰＦＩ方式における財政負担の削減効果（ＶＦＭ）を確認。 

財政負担の評価 

従来方式における資金調達、償還計
画の設定  
起債充当率、金利、据置期間等を設定。 

従来方式における費用設定  
事業内容を踏まえ、計上費目、費目別費用を設定。 

ＰＦＩ方式における費用設定  
従来方式の費用を基に削減率を設定し、
ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式における事業費を設
定。また、従来方式では生じない費用（Ｓ
ＰＣ設立費等）を設定。 

PFI 方式における資金調達、償還計
画の設定  
出資比率、調達金利、配当方法等を設定。 

PFI事業の成立条件の検討について  
ＰＦＩ事業の成立を確認する指標を設定。 
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第2章 糸満市におけるＰＦＩの導入方針 

 

1. PFI導入検討の前提 

⚫ ＰＦＩは、公共施設等の整備に関する事業を行う場合の実施手法の一つであり、当該事業

を実施する必要があるのか、また優先して実施すべきなのかについて十分に検討するこ

とが必要である。 

⚫ その結果、優先して実施すべきであると判断された事業については、従来の手法にこだ

わることなく、事業に最適な事業手法を検討し、ＰＦＩという事業手法が最も適切と判断さ

れる場合に導入することになる。 

⚫ 糸満市におけるＰＦＩ導入にあたっては、ＰＦＩ法などの関係法令や、国が示した基本方針及

びガイドライン等を踏まえつつ、この指針に示した必要となる手続きや留意点等について

基本的な事項を参照し、適切な運用を図っていくものとする。 

⚫ なお、本ガイドラインの運用や内容については、随時見直しを行い、ブラッシュアップして

いくものとする。 

 

2. PFI導入可能性の検討の視点 

⚫ 本市における PFIの導入については、次の視点から導入の検討をすすめるものとする。 

（１） ＰＦＩ導入による障害となる現行法制度との制約等 

⚫ 事業主体、施設の用途・規模・サービス内容等について、法令、通達等の制約がないの

かどうか、国庫補助制度、地方交付税措置など、資金調達上デメリットがないのかどう

か等を検討する必要がある。 

（２） 民間事業者の経験、ノウハウなどの活用余地がある事業 

⚫ 設計から建設、維持管理、運営までの全過程において、民間事業者の経験やノウハウ等

を活用する余地がどの程度あるのかを検討する必要がある。 

（３） 民間事業者の参入が見込まれる事業 

⚫ 事業の収益性（民間事業者が、調達した資金の返済や出資者への配当などを行いなが

ら、利益を得ることができるかどうか）、事業の安定性（長期にわたり安定して実施され

るかどうか）の面から、民間事業者の参入が見込まれる事業であるかなどを検討する必

要がある。 

（４） 事業スケジュールの余裕 

⚫ PFI の場合、ＰＦＩ法の手続き等に一定の期間を要することから、サービス開始時期ま

でのスケジュールに余裕があるか検討する必要がある。 

（５） 適当な事業規模（ＶＦＭの確保） 

⚫ ＰＦＩは VFM（財政負担縮減効果）が得られることが重要であるが、一般的に、事業規模

が小さい場合には、ＶＦＭが発揮されにくく、事業規模が大きいほど導入効果は大きい。 

⚫ また、従来型の公共事業と比較して、民間にとっても相当な労力やコストを費やすため、

事業規模がある程度以上のものでなければ費用対効果が発生しないことから、一般的

には事業規模が大きいほど民間の参加意欲は強い。 
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3. PFI導入の対象 

（１） 対象施設 

⚫ PFI法第 2条に示されている「公共施設等」を対象とする（p.6参照）。 

（２） 対象事業 

⚫ 本市における PFI導入の対象事業については、下記のとおりとする。 

 

PFI対象事業 

整備等の内容 対象事業規模 

建設、製造または改修を

含むもの 

事業費総額 10億円以上 

運営のみを行うもの 単年度事業費 1億円以上 

 

（３） 対象事業の例外 

⚫ 既にＰＰＰ／ＰＦＩ導入が前提とされている公共施設整備事業 

⚫ 民間事業者が実施することが法的に制限されている公共施設整備事業 

⚫ 災害復旧事業等、緊急に実施する必要がある公共施設整備事業 

 

4. 推進体制 

⚫ ＰＦＩの導入検討や実施にあたっては、公共施設整備等事業を効率的・効果的に実施する

ための一つの手法であることから、基本的に事業を主管する課（以下、「所管課」という。）

によって検討が開始され、方針の決定やその後の諸手続きも、所管課によって進めるも

のとする。 

⚫ しかし、ＰＦＩは導入検討から実施の段階まで、法律、技術及び財政面で様々な専門的知識

を必要とするため、専門的知識を有するアドバイザーの助言や、庁議及びＰＰＰ/ＰＦＩ推進

検討委員会（以下、「推進検討委員会」という。）等との調整を図りながら、ＰＦＩ導入を進め

ていく必要がある。 

 

PFI導入検討の推進体制 
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（１） 庁議 

⚫ 推進検討委員会にて検討・決定した PFIに関する事項についての承認機関となる。 

（２） 推進検討委員会 ※別添：委員会設置要綱（令和 3年 6月 1日制定）参照 

⚫ ＰＦＩ導入を推進し、庁内における統一した調整、方向性を示す推進検討委員会を設置す

る。推進検討委員会に必要に応じて幹事会、部会を設置し、ＰＦＩ導入に向けて協議する

ものとする。また、委員会で協議した内容は市長へ報告することとなる。 

（３） PFI事業者選定等委員会 

⚫ ＰＦＩ導入が確定し、事業実施にあたっては、適切な事業の実施と事業者の選定が重要と

なる。 

⚫ ＰＦＩは、従来手法の事業とは異なり性能発注を基本とするため、施設の整備、維持管理、

運営にあたって各事業の専門的知見が必要となる。 

⚫ よって、学識経験者（PPP/PFI・金融・法務・技術及び当該事業内容等に精通した大学教

員や専門家）と本市職員で構成された「ＰＦＩ事業者選定等委員会」（以下、「選定等委員会」

という。）を事業ごとに設置するものとする。 

⚫ 選定等委員会の設置にあたっては、地方自治法 138 条の 4 の附属機関となる場合に

は条例設置が必要となるため、スケジュールを考慮して進める必要がある。 

⚫ 選定等委員会の実施にあたっては、各所管課が事務局を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） アドバイザー 

⚫ 外部コンサルタント等を活用し、ＰＦＩ導入可能性調査や、実施方針の策定、入札関係書類

の作成、選定等委員会委員の人選などＰＦＩ事業実施のための業務支援のアドバイザリー

業務を委託する。 

 

  

選定等委員会検討事項 

① 公募資料（募集要項（入札説明書）、要求水準書、優先

交渉権者（落札者）選定基準、契約書（案）等）の検討 

② 民間事業者から提出された提案書の審査、評価 

③ 審査講評の検討 
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第3章 PFIの導入手順 

 

⚫ 本市におけるＰＦＩの導入に当たっては、内閣府の「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイド

ライン」等を参考にするとともに、本ガイドラインに示す導入手順に沿ってＰＦＩ導入を行う

ものとする。 

 

PFIの導入手順 

STEP 項 目 ページ 

１ｓｔ （１） ＰＦＩ対象事業の絞込み p.20 

２ｎｄ （２） ＰＦＩ導入可能性調査の実施 p.２3 

 （３） アドバイザーの選定 p.23 

３ｒｄ （４） ＰＦＩ事業者選定等委員会の設置 p.25 

 （５） 実施方針の策定 p.25 

 （６） 入札方法等の検討 p.27 

 （７） 実施方針の公表 p.27 

 （８） 特定事業の選定・公表 p.27 

 （９） 民間事業者の募集及び選定 p.２8 

 （10） 契約の締結 p.２8 

４ｔｈ (11) 事業の実施、モニタリング p.２8 

 (12) 事業終了 p.２9 
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糸満市におけるＰＦＩ導入フロー 

STEP 所管課 関係組織等 留意点 

１ｓｔ 

 

（１）PFI対象事業の絞込み 

事業発案 

 

  

導入可能性の検討 ・関係課協議への協力 ・導入の視点に基づき、

検討 

推進検討委員会   

２nd 

 

（２）PFI 導入可能性調査の

実施 

（３）アドバイザーの選定 

 

・関係課協議への協力 ・必要に応じアドバイザ

ーとの契約 

・公共施設マネジメント

担当課との協議 

 

推進検討委員会  ・導入の方針を決定 

庁議  ・庁議承認後⇒決裁 

３ｒｄ （３）アドバイザーの選定 

（４）ＰＦＩ事業者選定等委員

会の設置 

・関係課協議への協力 ・委員会を設置し、審議 

（５）実施方針の策定 ・債務負担行為の設定 ・事業者の募集前まで

には、市議会の議決を

経て設定 

（６）入札方法等の検討 

 

  

（７）実施方針の公表 

募集要項の公表 

  

（８）特定事業の選定・公表 

 

  

（９）民間事業者の募集及び

選定 

  

（１０）契約の締結 

仮契約の締結 

 

  

議会の議決   

本契約の締結   



19 

 

STEP 所管課 関係組織等 留意点 

４ｔｈ （１１）事業の実施、モニタリ

ング 

 ・必要に応じアドバイザ

ーとの契約 

・設計・建設モニタリン

グ実施 

維持管理運営 

 

 ・必要に応じアドバイザ

ーとの契約契約 

・維持管理・運営モニタ

リング実施 

事業終了 3～4年前 ・施設劣化調査、次期事

業手法検討、引渡し支

援の実施 

・必要に応じアドバイザ

ーとの契約 

（１２）事業終了   

 

  

※アドバイザーとの契約は所管課にて行い、事前に報償費や委託料等必要な予算措置を行うこと 
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1. 各ステップの留意事項 

【１ｓｔ】 

（１） PFI対象事業の絞込み 

⚫ ＰＦＩの本質は、資金調達、設計、建設、維持管理、運営を一体的に民間事業者に委ねるこ

とで、事業期間全体のコストの削減を図るとともに、低廉かつ良質な公共サービスが期

待できることにある。 

⚫ 糸満市総合計画に計画されている事業を中心に、ＰＦＩのメリットを最大限にいかすこと

ができるよう、事業選定の段階において十分な検討を行う必要がある。 

⚫ また、様々な制約等によりＰＦＩ導入が難しい場合であっても、単に従来型の公共事業と

するのではなく、費用対効果の向上が期待できるその他の手法を取り入れるための検

討をする必要がある。 

 

糸満市総合計画に計画された事業等   

 

 

  

① 所管課における事業の発案 

② 民間事業者からの発案 

（公共施設マネジメント担当課 

⇒所管課） 

  

 

 

ＰＦＩ導入検討基準を満たす事業 

  

      OK          ＮＯ 

 

  

③ 総合計画担当課、政策担当課、財政担当課、

所管課による協議 

 

  

      ＯＫ 

 

  

④ ＰＰＰ／ＰＦＩ推進検討委員会における導入 

検討及び決定 

  

 

 

 

ＮＯ 

 

ＰＦＩ導入可能と判断される事業   

      ＯＫ 

 

  

⑤ アドバイザー委託費等の必要経費に関する

予算要求 

  

   

  

【費用対効果の期待できる事業手

法の検討（一例）】 

⚫ ＶＥ提案制度 

⚫ 総合評価方式 

⚫ 性能発注方式 

⚫ 公募型プロポーザル方式 

⚫ 一括発注方式 

⚫ リース方式等 

⚫ ＰＦＩ導入検討シート作成 
⚫ 新規施設整備事業におけるコスト
計算表作成 

⚫ 初期投資額として 10億円以上の事業 or単
年度の維持管理運営費として 1億円以上が
見込まれる事業 

⚫ その他 PFI導入を検討する必要のある事業 
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① 所管課における事業の発案 

⚫ 糸満市総合計画に計画された事業の実施にあたり、所管課は当該事業に最も適した手法

を検討する必要がある。 

⚫ 所管課は、ＰＦＩ法第2条に規定されている事業のうち、次の基準を満たすものについてＰ

ＦＩ導入を検討する。 

⚫ この際、原則として新設または改築の施設を対象とする。 

 

 

 

【原則、PFIの導入を検討する事業】 

⚫ 事業費の総額が 10億円以上の事業（建設、製造または改修を含むものに限る） 

⚫ 単年度の事業費が 1億円以上の事業（運営のみを行うものに限る） 

※内閣府「多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」に基づき設

定。なお、基準に該当しない事業であっても、必要に応じて導入を検討 

    【上記のほかＰＦＩの導入を検討する必要がある事業（例）】 

⚫ 民間事業者のノウハウを活用して、創意工夫できる範囲が広い事業 

 ・建設より維持・管理・運営の比重が高い事業 

 ・民間が設計段階から関与できる事業 

 ・長期にわたる安定した需要が見込める事業 

 ・採算性、収益性、事業の重度がある事業 

⚫ 事業の成果（アウトカム）が明確に計測できる事業 

 ・事業の評価が客観的にしやすく、サービス水準の監視がしやすい事業 

 

【所管課における事業の発案にあたっての留意点】 

⚫ 上記ＰＦＩ導入検討基準を満たす事業（以下、「PFI 候補事業」という。）については、Ｐ

推進検討委員会へ諮ることとなる。 

⚫ この際、ＰＦＩ候補事業の目的、必要性、導入する範囲、コスト等を明確にするため、「Ｐ

ＦＩ導入検討シート（様式１）及び「新規施設整備事業におけるコスト計算表（様式２）」を

作成し、推進検討委員会へ提出する。 

⚫ 所管課において、PFI の導入は望ましくないと判断した事業については、費用対効果

の向上が期待できるその他の事業手法を検討する。 

 

② 民間事業者からの発案（公共施設マネジメント担当課⇒所管課） 

⚫ 民間事業者から発案のあった事業については、PFI 法の趣旨に基づき適切に判断した上

で、積極的に取り上げ検討する。 

⚫ 民間事業者からの PFI を活用した事業の発案があった場合、公共施設マネジメント担当

課から、所管課へつなぐものとする。 

⚫ 所管課は市の発案と同様手順のもと、導入の検討を行う。民間からの発案は相当程度の

具体性を備えたものとする。 

糸満市総合計画に基づき計画された事業 
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⚫ 民間事業者から発案があった事業の検討結果について、公表及び発案者に通知する。な

お、発案を行った民間事業者独自のノウハウについては、公表はしない。 

 

③ 総合計画担当課、政策担当課、財政担当課、所管課による協議 

⚫ ＰＦＩ候補事業について、総合計画や財政計画等の各種計画への影響等を関係各課で協議

し、推進検討委員会の基礎資料の作成及び基本的な事業計画の確認を行う。 

 

④ PPP／PFI推進検討委員会における導入検討及び決定 

⚫ 所管課が提出したＰＦＩ候補事業について、予算要求前の検討段階において推進検討委員

会に諮り、ＰＦＩの導入可能性を検討する。 

 

 

 

⚫ 市としてＰＦＩ導入が相応しい事業であるかどうか。 

⚫ 「ＰＦＩ導入検討シート（様式１）」及び「新規施設整備事業におけるコスト計算表

（様式２）」の内容についての協議 

⚫ 考えられる事業形態、事業方式についての協議 

⚫ 事業を実施する場合の法的規制についての協議 

⚫ 事業を実施する場合の支援（補助制度、融資制度等）についての協議 

⚫ 民間事業者のノウハウによる創意工夫等の余地についての協議 

⚫ 今後の方向性（事業着手までのスケジュール等）についての協議 

⚫ 他の自治体の実施例の検証 

 

 

 

 

⚫ ＰＦＩは、事業者との契約までの実務手続きに相当の期間を要するため、開館

等の時期が決まっている施設にＰＦＩ導入を検討する場合には、スケジュール的

にＰＦＩ導入が可能かどうか検討する必要がある。 

⚫ ＰＦＩ候補事業について検証した結果、ＰＦＩの導入がふさわしくないと判断され

た場合であっても、単に従来手法の公共事業とするのではなく、費用対効果の

向上が期待できる手法等について柔軟に検討する。 

⚫ 基本的には、従来活用できる補助金制度はＰＦＩ導入時にも活用可能であるが、

万一、ＰＦＩ導入により補助金制度が活用できなくなるケースについては、ＶＦ

Ｍが得られることが難しく、この場合は、従来方式による実施が有利となるこ

ともある。 

⚫ 必要に応じアドバイザー（ＰＦＩを総合的に判断できるアドバイザー）等を活用す

る。 

 

  

協議内容 

留意点 
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⑤ アドバイザー委託費等の必要経費に関する予算要求 

⚫ 所管課は、推進検討委員会において、ＰＦＩ導入が相応しいと判断したＰＦＩ候補事業につい

て、アドバイザー委託費等の必要経費に関する予算要求を行い、予算措置する必要がある。 

 

【２ｎｄ】 

（２） ＰＦＩ導入可能性調査の実施 

⚫ 所管課は、以下に示す内容等でＰＦＩ導入可能性調査を行う。 

⚫ なお、調査の段階では事前に事業全体の構想（市の考え方）を固めておく必要がある。 

⚫ また、調査結果によるＰＦＩの導入の可否については、推進検討委員会で審査する。 

 

 

 

⚫ 事業方式、事業形態、事業期間等について、定性的な面から比較検討を行う。 

⚫ 民間事業者が事業への参入意欲があるかどうか市場調査を行う。 

⚫ 従来手法で実施した場合の市のコスト負担額（ＰＳＣ）とＰＦＩで行った場合の 

ＬＣＣを比較し、ＶＦＭを算出する。 

⚫ 事業を実施する場合に見込まれる様々な状況を勘案し、事業化シミュレー 

ション調査を行う。 

⚫ 事業を実施する際の課題、制約等について明らかにする。 

⚫ 市民サービスの質の向上、事業の効率性・効果性、環境問題への配慮、都市 

のイメージアップ等、事業の特性に合わせた事業の総合的な評価を行う。 

 

⚫ ＰＦＩ導入可能性調査の結果については、推進検討委員会の審査結果に基づき、庁議へ報

告する。 

⚫ ただし、ＰＦＩ導入が難しいと判断された場合は、従来手法も含めた費用対効果の向上が

期待できるその他の手法を検討する。 

 

（３） アドバイザーの選定 

⚫ 所管課は、当該ＰＦＩ事業について、具体的導入の手続きを円滑に推進するため、個別事

業ごとにアドバイザーを選定し、アドバイザリー契約を締結する。 

① アドバイザーとの連携体制 

 

 

 

 

 

 

 

図 アドバイザーとの連携体制 

 

主な項目 
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② アドバイザーの主な業務（STEP_２ｎｄ） 

⚫ ①で示すように多方面から事業を分析し、市場調査や VFM の算出等、PFI 導入の可

能性について調査を行い、調査結果を具体的に整理する。 

⚫ アドバイザーの作業は、大きく分けて、PFI 導入可能性調査の段階（STEP ２ｎｄ）と、

その後の PFI事業者の選定段階（ＳＴＥＰ ３ｒｄ）に分けられる。 

⚫ 事業に対する情報の蓄積などによりＰＦＩ導入の手続きがより円滑に行われることが

期待されることから、アドバイザリー業務にあたってはＰＦＩ事業方式の検討やリスク分

担、ＶＦＭの検討などの導入可能性調査を実施したコンサルタントに委託（随意契約）

することが多い。上記に留意し、導入可能性調査を委託するコンサルタントを選定する

ことが重要となる。 

 

③アドバイザー選定の留意点 

⚫ アドバイザーの選定にあたっては、コンサルタントのＰＦＩ事業に対する知識や実績の有

無、人員体制、事業に対する専門知識の有無などを勘案する必要がある。 

⚫ PFI の導入検討から事業の実施に至る段階まで、事業の成否に大きく影響する重要

な役割をもつ。 

⚫ アドバイザーの選定にあたっては、入札方式、プロポーザル方式等を活用し、競争性・

透明性を確保しながら行う必要がある。 

⚫ 事業を円滑に実施するためにアドバイザーの実績やノウハウ・専門知識（PPP/PFI・金

融・法務・技術及び当該事業内容等）などを総合的に判断して選定できるプロポーザ

ル方式を活用することが効果的である。 

 

【３ｒｄ】 

  アドバイザーの業務（STEP_3rd） 

⚫ 実施方針作成支援 

⚫ 選定等委員会の運営支援 

⚫ 特定事業の選定に関する支援 

⚫ 入札説明書、要求水準書、落札者決定基準（案）の作成 

⚫ 事業者からの提案書の評価及び審査の支援 

⚫ 事業者選定のための支援 

⚫ 契約書（案）の作成 

⚫ 事業開始後のモニタリングの検討 

  

ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
契
約 
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○実施方針の検討    ○落札者決定基準の検討  ○特定事業の評価 

 

○提案書の審査、評価  ○入札説明書、要求水準書、契約書の検討  ○落札者の選定 

（４） ＰＦＩ事業者選定等委員会の設置 

① 選定等委員会 

⚫ ＰＦＩの導入が可能と判断された事業について、ＰＦＩに関する５つの原則と３つの主義に掲

げられている公平性・透明性の原則及び客観主義に鑑み、透明性を確保しつつ公正かつ

客観的に民間事業者を選定するため、所管課が個別事業ごとに選定等委員会を設置する。 

⚫ 公平性及び透明性を確保するため、選定等委員会は総合評価一般競争入札以外の事業

者選定方法（プロポーザル方式）を採用する場合においても設置するものとする。 

② 構成 

⚫ PPP/PFI・金融・法務・技術及び当該事業内容等に精通した大学教員や専門家等の学識

経験者及び市職員を委員とする。 

⚫ なお、PFI 事業の選定や事業者選定の過程、結果に対する公平性及び透明性を確保する

ため、委員数は５～９人、学識経験者等を委員長とし、市職員と学識経験者等がほぼ同数

とする。委員のうち学識経験者として位置づけられる委員は、地方自治法施行令で規定

されている総合評価一般競争入札において意見を聴く必要のある学識経験者（2 名以上）

を兼ねるものとする。 

③ 役割 

⚫ 選定等委員会は、次に例示している事項等に関する諮問に応じ会議を開催し、最終的に

優先交渉者の順位までを決定し、所管課へ答申する。 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 実施方針の策定 

 所管課は PFI法第 5条に基づき、実施方針の策定を検討する。 

 実施方針は、募集要項のような役割を果たしている。このため、民間事業者が事業への参集

のための検討がしやすいよう、できるだけ具体的な実施方針を策定する必要がある。実施方

針については、アドバイザーを活用し、実施方針を作成する。 

 実施方針に盛り込む内容は主に以下のとおりとなる。 

 

実施方針に記載する主な内容 

項目 記載内容 

１．特定事業の選定に関する

事項 

⚫ ＰＦＩ導入事業に関する事項 

・事業名、対象となる公共施設等の種類、事業内容 

・公共施設等の管理者、事業者が行う業務範囲及び事業

方式 

・事業期間、事業スケジュール及び事業終了時の措置 

・根拠法令、規則、許認可事項等 

主な項目 
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項目 記載内容 

⚫ 特定事業の選定 

・選定方法、選定基準 

２．民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

⚫ 基本的考え方 

・募集方法や選定手順に関する事項 

⚫ 応募手続 

・募集スケジュール、参加資格要件、提出書類、審査・選定

の考え方 

３．民間事業者の責任の明

確化等事業の適正かつ確実

な実施の確保に関する事項 

⚫ 基本的考え方 

⚫ 予想されるリスクと責任分担 

・予想されるリスクと責任分担について、市の案を提示 

⚫ 実施状況の確認・監視 

・設計、建設、運営、維持管理における確認方法及びモニ

タリングの方法 

４．公共施設等の立地並び

に規模及び配置に関する事

項 

⚫ 立地条件 

・建設地、敷地面積、用途地域・地区 

⚫ 土地の取得 

⚫ 設計要件 

・建設計画など 

５．事業契約（選定事業（公

共施設等運営事業を除く。）

を実施するため公共施設等

の管理者等及び選定事業者

が締結する契約をいう。以

下同じ。）の解釈について疑

義が生じた場合における措

置に関する事項 

⚫ 両者の誠意ある協議 

⚫ 紛争の際の手続き 

６．事業の継続が困難とな

った場合における措置に関

する事項 

⚫ 当事者間の措置 

⚫ 金融機関との協議 

７．法制上及び税制上の措

置並びに財政上及び金融上

の支援に関する事項 

⚫ 国や県、公的金融機関などの補助・支援制度 

８．その他ＰＦＩ導入事業の実

施に関し必要な事項 

⚫ 質問事項受付窓口 

⚫ 情報開示方針 

⚫ その他 
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（６） 入札方法等の検討 

 ① 民間事業者の募集・評価・選定の留意点 

⚫ 「公平性原則」「透明性原則」に基づき、競争性の担保、手続の担保、手続の透明性を確保

した上で実施する。 

⚫ 民間事業者の提案準備期間や契約締結に要する期間確保等、応募者の負担軽減に配慮

する。 

⚫ 民間事業者の選定については、客観的な評価基準を設定する。また、公共サービスの水

準などについて、やむを得ず定性的な評価基準を用いる場合でも、評価結果の数量化

により客観性を確保する。 

⚫ 契約書（案）を作成し、可能な限り契約の条件を提示し調整する。 

⚫ 民間事業者には質問の機会を与えるとともに、質問に係る情報提供にあたっては、公平

性を確保するため他の応募者にも公表すること。 

⚫ PFI法第9条に該当する者（公共施設等運営権を取り消されたもの等）は応募できない。 

② 契約方式の選定 

⚫ 民間事業者の選定方法は、公募の方法等によることとされている。 

⚫ 総務事務次官通知では、総合評価一般競争入札の活用を奨励している。 

⚫ なお、事業の性格等によっては、競争性のある随意契約である公募型プロポーザル方式

の採用も可能であるが、透明性、公平性、客観性の確保に努めて実施する必要がある。 

 ※総合評価一般競争入札方式とプロポーザル方式については、「糸満市総合評価落札方式

試行要領（平成 21 年 6 月 24 日制定）」及び「糸満市プロポーザル方式等実施要領（平成

30年 1月 4日制定）」を参照し、所管課で選定等委員会を設置し、実施すること。 

 

（７） 実施方針の公表 

⚫ 所管課は、策定した実施方針を公表する。 

⚫ 公表にあたっては公平性及びと名声を確保するとともに、広報誌や報道機関、インター

ネット等の活用、説明会の開催等、広く一般に公表する。 

⚫ なお、実施方針については、市民や事業者からの意見等を取り入れながら、ブラッシュア

ップしていくことができるものとする。 

⚫ 所管課において、実施方針に関する市民や事業者の疑問を解消するために、質問や意

見を受け付け、回答する。 

 

 

 

 

 

 

（８） 特定事業の選定・公表 

⚫ 実施方針を策定・公表した事業について、市が PFI 事業として実施決定することを「特

定事業の選定」という。 

質問・その回答の留意点 

・書面による 

・原則公開する 

意見の留意点 

・意見を参考に実施方針の変更が可能 

・変更した場合、公募書類（入札説明書

等）に反映 
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⚫ 特定事業の選定を判断する際の VFM 評価は、PFI 導入可能性調査により検証した結

果を踏まえ、その後、策定・公表した実施方針等の具体化した内容を加味して行う。 

⚫ なお、所管課は、特定事業の選定結果について、VFM 評価とあわせて、速やかに公表す

る。 

 

（９） 民間事業者の募集及び選定 

⚫ 所管課は事業を実施する民間事業者を募集し、選定及び公表する。 

⚫ 公平性と競争性を担保しつつ、手続きの透明性を確保したうえで、可能な限り民間事業

者の創意工夫が発揮されるよう配慮する。 

⚫ 入札公告（公募）時に公表する資料は以下のとおりである。 

 

入札公告（公募）時に公表する主な資料 

資料 概要 

入札説明書（募集要項） 事業の概要、スケジュール、参加資格、入札方式、審査方

法、予定価格、契約に関する条件等を記載した資料。 

公募型プロポーザル方式の場合には「募集要項」となる。 

様式集 入札にあたって提出する各書類の様式を記載した資料。 

要求水準書 事業者に対して要求する必要最低限の業務範囲、実施要

件、サービス水準を記載した資料。 

落札者決定基準※（優先交

渉権者選定基準） 

価格評価方法、非価格要素の評価方法、配点等の審査基

準を記載した資料。 

基本協定書（案） 落札者決定後に市と落札者が締結する基本協定書の案。 

契約書（案） 市と SPCとの間で締結する事業契約書の案。 

 

（１０） 契約の締結 

⚫ リスク分担、公共サービス水準の維持、契約当事者双方の権利義務、事業終了時におけ

る施設等の資産の取り扱い及び事業継続困難時における措置等について、具体的かつ

明確に規定する。 

⚫ 特に契約期間が長期にわたることから、事業期間中に起こりうる事態を可能な限り列記

する必要がある。 

 

【４ｔｈ】 

  事業の監視（STEP_４ｔｈ） 

   

（１１） 事業の実施、モニタリング 

⚫ 事業の実施に関しては、公共サービスの水準について随時監視し、契約内容に従った適

切な事業の実施を心がける必要がある。 

⚫ また、民間事業者が事業を行う上で支障が発生しないよう、現行制度の範囲内で可能な

限りの支援を行う。 

⚫ モニタリングにおいては、必要に応じアドバイザーを活用する。 
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（１２） 事業終了 

⚫ 資産の取り扱い等について契約で取り決めた措置に従い、事業を終了する。 

 

  

モニタリング調査 

・提供される公共サービスの、サービス水準の監視 

・事業実施内容に関する報告書の提出及び定期的な財務状況の把握 
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2. その他事業の実施にあたっての留意点 

（１） 議会の議決 

⚫ ＰＦＩ事業を実施するにあたり、以下の項目については、議会の議決が必要となる。 

① 債務負担行為の設定 

⚫ ＰＦＩ事業は、複数年にわたる契約となり、事業全体にかかるトータルコストで考える必要

があるため、債務負担行為を設定する必要がある。 

⚫ 事業者の募集の前までに、市議会の議決を経て決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 契約の締結 

⚫ 事業者とのＰＦＩ事業の仮契約及び本契約の際、維持管理・運営を除く金額が1.5億円以

上の契約を締結する場合は、地方自治法第 96 条第 1 項第 5 号の規定により、議会の

議決が必要となる。 

⚫ また、PFI法第 12条においても議会の議決が必要と明記されている。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 財産の貸付 

⚫ 財産の貸付や譲渡については、地方自治法第 96条第 1項第 6号で定める場合を除い

て適正な対価なくして譲渡や貸し付ける場合、議会の議決が必要である。 

⚫ このため、ＰＦＩ事業の実施にあたって、土地等を無償又は時価より低い対価で事業者へ

貸し付ける場合は、議会の議決が必要となる。 

  

債務負担行為 

⚫ ＰＦＩ事業は、長期にわたる契約となるため、将来にわたる支払額に関して

地方自治法第 214条に規定する債務負担行為の設定を行う必要がある。 

⚫ 債務負担行為の設定の基準となる金額については、ＶＦＭの検証に基づき

算出された事業期間全体にかかる事業費の総額をベースと市、適切な限

度額を設定する。 

○議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第 2条 地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 96条第 1項第 5号の規

定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格 150,000

千円以上の工事又は製造の請負とする。 
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（２） 公有財産の使用 

⚫ PFI 事業の実施にあたっては、普通財産のみならず行政財産についても事業者に貸し付

けることができる。（PFI法第 69条第 6項） 

⚫ 事業期間中、公有財産（普通財産及び行政財産）を無償又は時価より低い対価で民間事

業者に使用させること（PFI 法第 71 条第 2 項）について、事業ごとに検討していく必要

がある。例えば、施設建設については、基本的に公有地を民間事業者に無償貸与し、余剰

容積を民間部門として活用する場合は、該当する部分のみ有償貸与とする。 

 

（３） 財政上、法制上及び税制上の措置について 

⚫ 地方公共団体が PFI 事業を実施するにあたり、事業者に対して財政的支出を行う場合の

財政措置や法制上、税制上の措置を国が定めており、留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 民間事業者に対する支援等 

⚫ 今後の国庫補助制度や税制面での取り扱い、規制緩和等の動向を注視しつつ、政府系金

融機関である沖縄振興開発金融公庫等の無利子、低利融資等制度を積極的に活用する必

要がある。 

  

○糸満市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例 

(普通財産の無償貸付又は減額貸付) 

第4条 普通財産は、次の各号の一に該当するときは、これを無償又は時価よりも低い価

額で貸し付けることができる。 

(1) 他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において公用若しくは公共用又

は公益事業の用に供するとき。 

(2) 地震、火災、水害等の災害により普通財産の貸付けを受けた者が、当該財産を使用

の目的に供しがたいと認めるとき。 

参照通知等 

①地方公共団体における PFI事業について（平成 17年 10月 3日改定）  

②PFI法に基づく地方公共団体が実施する事業に係る地方財政措置について

（平成 12年 3月 29日付自治調第 25号自治省財務局長通知） 
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参考 

1. VFM算定の考え方 

⚫ ＶＦＭ（Value for Money）は、従来方式と比較してＰＦＩ方式により総事業費をどれだ

け削減することが出来るかを示す割合である。 

⚫ ＰＦＩ方式実施の要件がＶＦＭの確保であるため、ＰＦＩ方式の導入判断においては、ＶＦＭ

の達成を事前に見込むことが期待できるかが重要な位置を占めることとなる。 

⚫ また、PFI 事業は長期間となることから、従来方式と PFI 方式を比較する際には、現在

価値に換算する必要がある。 

 

2. 割引率の設定 

（１） 割引率の概要 

⚫ 事業期間が長期にわたるＰＦＩ方式では、従来方式とＰＦＩ方式のそれぞれの公共の財政

支出額を「現在価値に換算して比較」する必要がある。これは、「民間資金等の活用によ

る公共施設等の整備等に関する事業の実施に関する基本方針」（平成 12年３月 13日）

及び「ＶＦＭ（Value For Money）に関するガイドライン」（平成 13 年７月 27 日内閣

府。平成 19年６月 29日一部改定）でも定められている。 

⚫ ＶＦＭ算定における現在価値に換算する際に用いる割引率は、「ＶＦＭに関するガイドラ

イン」では、「割引率については、リスクフリーレートを用いることが適当である。例えば、

長期国債利回りの過去の平均や長期的見通し等を用いる方法がある。」とされている。 

 

（参考）現在価値換算について 

⚫ 現在価値換算とは将来のお金の価値を現在の価値に置き換えること。 

⚫ 現在の 100万円と 10年後の 100万円は実質的な価値が異なるため、基準年度の価

格に換算する必要がある。この基準年度を現在とした場合の価格が現在価値となる。具

体的には、割引率をｒとした場合、来年の 100 万円は、今年の 100／（１＋ｒ）万円の価

値に等しくなり、この値が「来年の 100万円」の現在価値となる。 

⚫ 例えば、割引率が４％とすると、来年の 100 万円の現在価値は、100／（１＋0.04）＝

96.15万円となる。来年の 100万円の収入/支出の現在価値は、96.15万円として計

上する。 

 

 

 

 

 

ｔ年後における金額Ｖtの現在価値 ＝ Ｖt×Ｒt 

ここで、現在価値化係数：Ｒt＝１／（１＋ｒ）ｔ 

 

 今年 

100 /（1＋r）万円 

来年 

100万円 
割引率 r 

現在価値化する 
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（２） 割引率設定の考え方 

⚫ 割引率の設定においては、国土交通省による費用便益分析に関する考え方から割引率

を 4％が広く用いられてきた。しかしながら、昨今の金利情勢等を考慮し、近年では多く

の案件において割引率 4％以外の考え方を用いて設定している。 

⚫ 割引率の設定にあたっては、各事業特性や情勢等を考慮し設定することが望ましい。 

⚫ 割引率 4％以外の考え方については、以下のとおりである。 

「割引率 ＝ 国債流通利回り ー GDPデフレーター」 

① 国債流通利回り 

⚫ 「利回り」とは、1 年あたりの運用益をパーセントで表示したものである。日本銀行のホ

ームページから算出する。 

② GDPデフレーター（前年度比） 

⚫ 「ＧＤＰ（国内総生産）デフレーター」とは、名目ＧＤＰを実質ＧＤＰで割った（デフレート）も

のであり、名目価格から物価変動の影響を除いて実質価格を算出するために用いられ

る。内閣府ＳＮＡ（国民経済計算）の統計資料のうち、「ＧＤＥ（ＧＤＰ）需要項目別時系列表」

の年度デフレーターにより算出する。 

 

3. 削減率の設定 

（１） 削減率の概要 

⚫ ＰＦＩ事業を評価・選定する際のＶＦＭの算定におけるＰＦＩ－ＬＣＣの算出方法として、多く

の事例においてＰＦＩ方式で実施した場合の各費用と従来方式で実施した場合の各費用

を比較し、ＰＦＩ方式で実施した場合に一定の比率で各費用の削減がみられるものと想

定する方法(いわゆる「削減率」)が用いられている。（下図参照） 

⚫ 削減率は、当該事業においてＰＦＩ方式による一括発注及び性能発注による民間事業者

の創意工夫余地の拡大に伴うコスト低減効果の期待値と考えられ、当該事業の施設特

性、事業条件、リスク特性等を踏まえて設定されるものである。 

 

 
図 PFI導入検討の推進体制 

【出典】内閣府ＰＦＩ推進室「平成 18年度ＰＦＩアニュアルレポート」 
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（２） 削減率設定の考え方 

⚫ 内閣府が平成 28 年３月に公表した「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規定策定の手引」

によると、コスト削減率の平均は約 10％とのことであった。 

⚫ また、内閣府が平成 29 年１月に公表した「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程運用の

手引」では、実施事例の多い事業分野のＰＦＩ事業を対象にアンケート調査を行ったとこ

ろ、以下の結果となった。 

⚫ これらの既存の PFI 事業における削減率等をもとに、各事業特性を踏まえ削減率を設

定することが望ましい。 
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図 コスト削減率 

【出典】内閣府「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程運用の手引 参考資料」（平成29年１月） 

 

4. 資金調達の条件設定 

（１） 資本金の考え方 

⚫ ＰＦＩ事業の場合、事業者による整備費の割賦払いを行うが、純民間事業と比べて SPC

が破たんした場合でも、公共が買い取る条件が付されていることが一般的であり、この

面で融資金融機関にとっての回収不能のリスクは小さいため、総事業費の1％を資本金

として設定する場合がある。 

⚫ また、管理運営期間中の不測の事態を想定した資本金として、管理運営費の四半期相当

分を設定する場合もある。 

⚫ 実際の設定にあたっては、各事業特性や事例を踏まえ設定することが望ましい。 

⚫ なお、資本金が１億円を上回ると、外形標準課税の対象となり、課税額が高くなってしま

うことや、資本金が少なすぎる場合にはキャッシュフロー上のリスクがあるため、設定に

おいては留意が必要である。 
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（２） 基準金利 

⚫ 基準金利は、ガイドライン等にある通り、次のものを用いる。 

ＶＦＭ算定日における、東京スワップ･レファレンス･レート（ＴＳＲ）として表示されている６

か月 

ＬＩＢＯＲベース●年物金利スワップレート（●年は事業期間に応じて変更） 

⚫ なお、2021 年度以降にＬＩＢＯＲ公表停止となるため、金融庁等の動向をフォローしつ

つ、廃止された時点で代替指標により設定することが望ましい。 

（３） 長期借入金利 

⚫ 長期借入金利は②の基準金利にスプレッドを足したものである 

⚫ 借入金利 ＝ 基準金利 + 金融機関のスプレッド 

⚫ 割賦金利 ＝ 基準金利 + 金融機関のスプレッド + 事業者の提案するスプレッド 

⚫ また、建設に係るサービス対価の割賦払いは施設の引き渡し後に行われるため、建設期

間中における事業者の資金調達には別途短期借入が必要になるので、留意が必要であ

る。 

（４） 短期借入金利 

⚫ 建中金利については、短期プライムレート（最頻値）等を用いることが望ましい。 

 

5. 事業の成立条件の検討 

⚫ PFI事業としての成立性については、以下の指標をもとに判断する。 

（１） EIRR (Equity Internal Rate of Return) 

⚫ 出資者にとっての投資利回りを見る指標。 

⚫ 自己資本金総額と各期元利返済後配当前キャッシュフローの現在価値の総和が等しく

なる係数を算出したものを表す。主にプロジェクトに対する出資の意思決定の際の判断

指標として用いられ、事業のリスクによってその水準には幅がある。ＰＦＩ事業では通常

５％～10％が目安とされる。 

算定方法 
 

   ∑ {n年後の税引後元利償還後キャッシュフロー／（1＋割引率 r）n}＝自己資本総額（Nは事業期間） 

 

 

（２） DSCR (Debt Service Coverage Ratio) 

⚫ 事業から生み出される毎年度のキャッシュフローが元利金を返済するのに十分な水準

かどうかを見るための指標。この数値が 1.0 を下回ることは、借入金を返済できないこ

とを意味する。 

算定方法 
 

ＤＳＣＲ＝ 

 

 

N 

n=1 

（各期の税引後元利償還前キャッシュフロー） 

（各期の元利金返済額） 
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（３） LLCR (Loan Life Coverage Ratio) 

⚫ 貸出を行っている全期間を通じた返済能力を評価する指標。この数値が１.0 を下回っ

た場合には、事業の生み出すキャッシュフローが借入金全額の返済が不可能であること

を意味する。 

算定方法 
 

ＬＬＣＲ＝ 

 

 

6. 巻末資料 

（１） 事業費算定シート 

⚫ 事業費の算定にあたっては、国土交通省が公表している「VFM 簡易計算ソフト」等を活

用し、シミュレーションを実施する。下記に VFM簡易計算ソフトの主なシートを示す。 

 

  

（税引後元利償還前キャッシュフローの正味現在価値） 

（借入元本総額） 
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VFM簡易計算ソフト「基本情報」シート 
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VFM簡易計算ソフト「公共主体実施（PSC）」シート 
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VFM簡易計算ソフト「PFI資金収支（公共主体 PFI-LCC）」シート 
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（２） PFI導入検討シート 
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（３） 新規施設整備事業コスト計算書 
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（４） 導入可能性チェックシート 
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